
(業者提示用・物品出納通知書用）

物品購入等仕様書（内訳書）  Ａ

発注局課 担当者名 

納入期限 部分払

納入場所 用  途

分類
番号

品 名
ﾒｰｶｰ･型番
(同等品可)

品質・
形状等

数 量
単
位

定 価
単価
＠

金 額

図書
政府刊行物等

(650)
概算

冊 2,412,699

合  計

（備考）

１　発注に際しては、太枠内の各項目を必ず記入すること。

２　物品出納通知書の内訳書として用いる場合は、契約決定による単価及び金額等を記入

　すること。

　閲覧・貸出用

海野

※　納入方法等は、仕様書のとおり

電話（262）7336教育委員会事務局中央図書館調査資料課

　平成30年４月１日から
　平成31年３月31日まで

横浜市中央図書館調査資料課

　する（12回以内）



 

【政府刊行物等】 

 

１ 対象図書 

おもに、政府刊行物（以下、図書と表記）とする。 

 

２ 発注及び納品・納期 

(1) 年度初めに購入が決まっている図書については、書名と発注冊数の一覧表を

渡すので、原則、発行日から３日以内（土日祝日は除く）に発注冊数分を一括

して納品すること。 

  ア 納品時には、納品書を持参すること。 

  イ 図書は、中央図書館３階の指定の場所へ納品すること。 

  ウ 午前９時 30分から正午までの任意の時間に来館すること。 

(2) (1)以外でその都度発注する図書については、書名等が記載されたリスト（Ｅ

ｘｃｅｌファイル。以下、発注リストと表記。）を電子メールで送信するので、

発注から１か月以内に納品すること。 

(3) 発注のほか納品・請求等の状況は、発注リストにより管理すること。 

(4) 年度末については平成 31年３月 31日までに完納すること。 

 

３ 不良図書への対応 

落丁・乱丁などは速やかに交換すること。 

 

４ 図書館への連絡 

(1) 年度初めに依頼した、あるいは、個々に発注した図書の発行日が延期になっ

た場合や休刊・品切等の場合は、状況及び納品見込み等について速やかに図書

館に連絡すること。その状況に応じて、両者協議の上、発注を取り消しする場

合がある。 

(2) 発注リストの本体価格、ＩＳＢＮ、刷などが図書本体と異なる場合は、納品

時に図書館の担当者に連絡すること。 

 

５ 協議 

  本仕様書に定めのない事項について定める必要が生じたとき、または仕様書に

定める事項に疑義が生じた時は、両者協議の上定めるものとする。 

 

 

横浜市立図書館図書納入仕様書 



平成30年度　政府刊行物等　購入予定資料一覧
　　（平成29年12月現在。仕様書２(1)の一覧表は後日別途お渡し。）

№ 書名 出版者（政府刊行物は編者） 購入予定館数

1 医療六法 中央法規出版 1

2 エネルギー白書 経済産業調査会 1

3 海外在留邦人数調査統計 外務省 1

4 介護白書 全国老人保健施設協会 3

5 海上保安レポート 海上保安庁 6

6 海事六法 海文堂出版 1

7 科学技術白書 文部科学省 17

8 科学技術要覧 文部科学省科学技術・学術政策局 2

9 家計調査年報（家計収支編） 日本統計協会 2

10 株式公開白書 プロネクサス 1

11 過労死等防止対策白書 厚生労働省 1

12 環境白書　循環型社会白書　生物多様性白書 環境省 18

13 観光白書 国土交通省 14

14 関税関係基本通達集 日本関税協会 1

15 関税関係個別通達集 日本関税協会 1

16 関税六法 日本関税協会 1

17 行政機構図 行政管理研究センター 2

18 國の予算 財政調査会 2

19 経済財政白書 内閣府 17

20 経済産業省生産動態統計年報 紙・印刷・プラスチック製品・ゴム製品統計篇 経済産業統計協会 1

21 経済産業省生産動態統計年報　繊維・生活用品統計篇 経済産業統計協会 1

22 経済産業省生産動態統計年報　鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計篇 経済産業統計協会 1

23 経済産業省生産動態統計年報　資源・窯業・建材統計篇 経済産業統計協会 1

24 経済産業省生産動態統計年報　化学工業統計篇 経済産業統計協会 1

25 経済産業省生産動態統計年報　機械統計篇 経済産業統計協会 1

26 警察白書 警察庁 18

27 原子力白書 原子力委員会 1

28 公害紛争処理白書 公害等調整委員会 1

29 工業統計表　工業地区編 経済産業調査会 1

30 工業統計表　用地用水編 経済産業調査会 1

31 工業統計表　産業編 経済産業調査会 1

32 工業統計表　市区町村編 経済産業調査会 1

33 工業統計表　品目編 経済産業調査会 1

34 工業統計表　企業統計編 経済産業調査会 1

35 厚生労働白書 厚生労働省 18

36 交通安全白書 内閣府 13

37 交通政策白書 国土交通省 1

38 公務員白書 人事院 8

39 高齢社会白書 内閣府 4

40 国際条約集 有斐閣 5

41 国債統計年報 財務省 1

42 国税庁統計年報書 大蔵財務協会 1

43 国土交通白書 国土交通省 18

44 国土交通六法　社会資本整備編 東京法令出版 1

45 国民衛生の動向 厚生統計協会 9

46 国民健康・栄養の現状 第一出版 7

47 国民の福祉と介護の動向 厚生統計協会 4

48 子ども白書 本の泉社 15

49 子供・若者白書 内閣府 18



平成30年度　政府刊行物等　購入予定資料一覧
　　（平成29年12月現在。仕様書２(1)の一覧表は後日別途お渡し。）

50 財産評価基準書（東京国税局のみ全て） 全国官報販売協同組合 1

51 財産評価基準書　第１分冊 全国官報販売協同組合 5

52 財産評価基準書　第10分冊 全国官報販売協同組合 11

53 財産評価基準書　第11分冊 全国官報販売協同組合 6

54 在留外国人統計 入管協会 2
55 自殺対策白書 厚生労働省 1

56 自治六法 ぎょうせい 1

57 実行関税率表 日本関税協会 1

58 実行関税率表　追補 日本関税協会 1

59 児童福祉六法 中央法規出版 1

60 社会福祉の動向 中央法規出版 2

61 社会福祉六法 新日本法規出版 2

62 社会保障統計年報 法研 1

63 社会保険労務六法 中央経済社 1

64 首都圏白書 国立印刷局 5

65 障害者白書 内閣府 16

66 小規模企業白書 中小企業庁 1

67 商業動態統計年報（旧商業販売統計年報） 経済産業調査会 1
68 消費者物価指数年報 日本統計協会 2

69 消費者白書 消費者庁 2

70 情報通信白書 ぎょうせい 14

71 消防白書 ぎょうせい 17

72 職員録 国立印刷局 6

73 食料・農業・農村白書 農林統計協会 17

74 食料・農業・農村白書参考統計表 農林水産省 1

75 女性白書 ほるぷ出版 11

76 人口動態統計 厚生労働統計協会 1

77 森林・林業白書 農林統計協会 11

78 水産白書 農林統計協会 14

79 図説日本の財政 東洋経済新報社 18

80 生活保護関係法令通知集 中央法規出版 1

81 税務六法 ぎょうせい 1

82 世界の厚生労働　海外情勢報告 厚生労働省大臣官房国際課 2

83 石油等消費動態統計年報 経済産業調査会 1

84 全国学校総覧 原書房 5

85 全国市町村要覧 第一法規出版 18

86 男女共同参画白書 男女共同参画局 2

87 地球白書 ワールド・ウォッチ・ジャパン 3

88 地方財政白書 総務省 12

89 中小企業白書 ぎょうせい 18

90 通商白書 経済産業省 17

91 道路法令総覧 ぎょうせい 1

92 読書世論調査 毎日企画サービス 1

93 土地白書 国土交通省 16

94 生コンクリート統計年報 経済産業統計協会 1

95 日本の防衛　防衛白書 ぎょうせい 15

96 日本貿易月表　別冊　国別品別 オーアンドエム 1

97 発達障害白書 明石書店 1

98 犯罪白書 法務省法務総合研究所 17

99 犯罪被害者白書 国家公安委員会 1

100 保育白書 ちいさいなかま社 12



平成30年度　政府刊行物等　購入予定資料一覧
　　（平成29年12月現在。仕様書２(1)の一覧表は後日別途お渡し。）

101 防衛年鑑 防衛年鑑刊行会 1

102 防災白書 内閣府 17

103 保険と年金の動向 厚生統計協会 2

104 水循環白書 内閣官房水循環政策本部事務局 1

105 ものづくり白書 経済産業調査会 2

106 模範六法 三省堂 2

107 文部科学統計要覧 文部科学省 4

108 文部科学白書 文部科学省 18

109 有斐閣判例六法 文部科学省 3

110 有斐閣判例六法ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ 有斐閣 1

111 レジャー白書 余暇開発センター 1

112 労働経済白書 日本労働研究機構 18
113 労働統計年報 厚生労働省 1
114 労働統計要覧 厚生労働省 1


